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様式１ 

 本事業の自走化計画 

①  自走化の実現に向けた取組内容【２ページ以内】 

本事業の実施責任を含め大学のグローバル化全般の推進を担う「グロ-バル推進機

構」の中に、自走化の実質的な計画を立案･実行管理する体制を立ち上げ、対応に着手

する。 

具体的には、グローバル推進機構長（副学長（国際交流担当）＝本事業の事業推進

責任者）以下の構成員とともに、「大学教育統括管理運営機構」（グローバル教育カレ

ッジが附属）から教育のグローバル化を担当するメンバーを加えた検討体を編成し、 

具体的な計画立案を行う。そして、グローバル化に関する全学会議のグローバル推進

企画会議、学長をトップとする大学戦略会議等において内容を検討･決定し、施策を実

施していく。 

 

 

 

自走化へ向けた具体計画に関して、平成 29年度中間評価時に示した本学の財政支援

期間終了後の事業展開及び資金計画の内容を踏まえ、以下の観点から計画の再策定及

びその実施を進める。 

 

１．経費削減を伴う自走化の計画 

当初構想の目標（共通･独自の数値指標）の達成を引き続き目指す一方、本年作成し

たロジックモデルで示した中･長期アウトカムやインパクトを実現することを最優先と

したアクティビティの見直しを行い、財政支援終了後の定着事業に関する計画を検討･

策定する。選択と集中による事業のスリム化でコスト全般の削減を図るとともに、必

要な人的リソースを可能な限り内在化させながら、事業を安定的に持続させることを

基本方針とする。 

 



B_17401_熊本大学 

 

本事業による財政支援により、グローバル教育カレッジでは英語による教育を行う

ための特任教員を雇用しているが、既に今後の対応策の検討を行っている。 

 

２．学内予算への必要経費の内在化 

事業内容とコストの見直しを行った上での必要経費（人件費、事業費、学生支援経

費等）のうち、学内予算への内在化分についての方針及び詳細計画を策定する。 

 

３．新たな事業資金の獲得 

学生支援経費を中心に、グローバル化のための持続的な事業推進に必要な資金を 

外部に求めるための方策を策定･実施する。 
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② 取組内容の年度別実施計画【２ページ以内】 

【2019 年度】  

・SGU自走化委員会の設置 

・事業の見直しと定着事業に関する方針の検討 

（コスト削減、体制のスリム化と人的リソースの内在化） 

 

 

【2020 年度】  

・第 2回中間評価を見据えた自走化戦略（事業の定着と持続）の策定 

・必要資金の学内予算への内在化策の立案 

・寄付金等の新たな外部資金獲得策の検討 

 

 

【2021 年度】  

・必要資金の学内予算への内在化措置の開始 

・寄付金等の新たな外部資金獲得策の実行 

 

 

【2022 年度】 

・自走化計画の検証と改善（事業内容と体制･資金計画の更なる見直し） 

 

 

 

【2023 年度】 

・完全自走化への計画の確定（自走開始後の PDCAサイクルの策定） 

 

 

 

【2024 年度以降】 

・自走化状況の点検と改善 
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年度（西暦） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

（※4）「補助事業経費以外の支出予定額」については、2019年～2023年において、事業対象経費ではないが、本事業
（SGU）に関連して支出する予定の額を計上すること。例えば、大学独自で実施する取組として、運営費交付金に内在
化した金額（公立大学の場合は運営費交付金等、私立大学の場合は私立大学経常費補助金等）や文部科学省が実
施する他の補助金事業のうち、本事業の自走化に関係する金額は、この欄に記入すること。

補助事業経費以外の
支出予定額

229,753 230,000 230,000 230,000 230,000

（※2）文部科学省や他省庁が実施する他の補助金（公募要領Ｐ１１参照）は「自己収入その他の金額」に計上しないこ
と。

（※3）国立大学における運営費交付金、公立大学における運営費交付金等、私立大学の私立大学経常費補助金等
は「自己収入その他の金額」に計上しないこと。

内
訳

補助金の額（※１） 71,803 64,623 58,160

自己収入その他の金額 20,249 20,000 20,000

84,623 78,160 72,344 67,110

52,344 47,110

20,000 20,000

（※1）2014年度から2018年度までの「補助金の金額」は交付決定額（変更後）ベースで実績を記載すること。（但し、
2019年度は当初交付決定額ベース。）2020年度以降の補助金の額は便宜的に2019年度の額を毎年10％減じた額を
記入すること。実際の補助金の額とは異なる。

年度（西暦） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

92,052補助事業経費の総額

事業対象経費（単位：千円）　※千円未満は切り捨て

0自己収入その他の金額

101,030 144,000

2017年度

136,800補助事業経費の総額

補助金の金額（※１）

年度（西暦） 2014年度 2015年度 2016年度

181,159

144,00085,000 160,000

内
訳

様式２

資金計画

85,324

12,44116,030 21,159

2018年度

97,765

0

136,800
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１．取組状況                                                          様式３ 

財政支援期間終了後について【４ページ以内】 

財政支援期間終了後の事業展開（構想調書からの転載） 財政支援期間終了後の事業展開に向けた資金計画 

本事業により、熊本大学は世界トップランクの大学と伍する研究拠点大学としての

位置を確立する。事業期間終了後も本構想で導入したハード、ソフトのシステムを維

持し、世界に伍する研究力で日本を牽引する真のグローバル大学となるための取組

を継続的かつ強力に推進する。 

 《国際化関連》 

○ 教員に占める外国人教員等の割合を拡充するため、柔軟な人事・給与制度を活

用した外国人教員、バイリンガル教員の優先採用を継続するとともに、若手研究者

の長期海外研修の外部資金、大学独自予算による支援を継続する。 

○ 職員に占める外国人職員等の割合を拡充するため、大学のグローバル化に貢献

する職員の育成を目的とした交流協定校や海外オフィス等の海外拠点への職員

派遣の外部資金、大学独自予算による支援を継続する。 

○ 優秀な外国人留学生を発掘、確保するため、海外オフィス拠点を拡充するととも

に、グローバル・アドミッションズ・オフィスとの連携強化を進める。また、留学生サポ

ート室の拡充、日本語および日本文化等の教育体制の維持のための学部資金、

大学独自予算による支援を継続する。 

○ 日本人学生の留学経験者数を増大するため、グローバルエリート育成コーディネ

ーターやアドバイザーによる支援体制を強化するとともに、外部資金、大学独自予

算による学生への経済的な支援を拡充する。 

○ 教育プログラムの国際通用性と質保証を行うため、海外連携拠点校の拡充を継続

して行うとともに、ダブルディグリー、ジョイントディグリー、国際共同研究プロジェク

ト等をベースとした質の高い多彩な高度教育プログラムを継続的に拡充する。 

 《ガバナンス改革関連》 

○ グローバル教育を行うための教育専任テニュアトラック教員の国際公募による採用

を継続し、教育能力評価によるテニュア審査により半数の教員を採用する。また、

教員の英語による教授力、コミュニケーション力の向上を目的とした海外派遣によ

る FD 研修を継続的に支援し、英語による授業科目を担当する教員数の増大に努

めるとともに、より魅力的なグローバル教育プログラムの開発を継続的に推進す

る。 

○ 語学運用能力を有する事務職員の積極的な採用、グローバル育成コーディネー

【これまでの取組状況】 

《国際化関連》 

外国人教員等の増加策として、本学の自主財源により外国人教員 2 人をグローバ

ル教育カレッジに採用した。また、より多くの日本人教員の外国での教育研究歴を伸

ばすために、海外渡航を伴う外部資金の獲得を強化することを目的として、若手研究

者の国際共同研究スタートアップ支援などの助成施策を自主財源により実施してい

る。外国籍の事務職員採用に関しては、グローバル業務の多い事務部署等において

実績づくりを進めるとともに、日本人職員の海外研修等のプログラム拡充も、本事業に

よる財政支援と自主財源やその他の外部資金を組み合わせて実施している。 

グローバル･アドミッションズ･オフィスにおける 4 人の教育職員･事務職員の配置お

よび日本語教育強化のための非常勤講師雇用などを自主財源で行っている。留学生

サポート等の専門スタッフを、自主財源による将来的な自走を踏まえて、現在は本事

業による財政支援で雇用している。また、海外連携教育プログラム等の開発強化のた

めに、本事業による財政支援とともに自主財源を活用して、企画開発促進のための助

成事業等を展開している。 

《ガバナンス改革関連》 

グローバル教育カレッジにおいて採用した教員のうち 1人について教育業績を評価

し、テニュアポストを付与する任期制により採用した。現在、その教員の活動状況を踏

まえながら、教育専任教員のテニュアトラック制度の導入に向けた検討を行っている。

事務職員の高度化に関しても、本事業による財政支援と自主財源の活用により具体

プログラムの拡大に努めている。 

《教育の改革的取組関連》 

TA 等の雇用に関する施策は自主財源で対応しているが、教育情報の公開につい

ては、本事業による財政支援により英語化を充実させるなどの対応を行っている。 

《独自指標の取組》 

熊大グローバル Youth キャンパス事業の充実やグローバル･アドミッションズ･オフィ

スの入試等の実施については、現在は主に本事業による財政支援で対応している

が、グローバル教育カレッジの運営経費等も組み込みながら事業を実施している。学

生による国際共著論文増加に向けての施策については、部局を中心とした自主財源
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ターなどの特別選考採用を継続する。また、交流協定校や海外拠点における海外

業務研修制度を継続的に支援し、国際関連業務に対応する事務職員の能力向

上を継続的に行う。 

 《教育の改革的取組関連》 

○ 未来創成学部におけるモデレータ役の TA、エクステンション教育カレッジ等にお

けるグローバル TA を配置し、より質の高い学習支援を充実させるため、外部資

金、大学独自予算による継続的に支援を行う。 

○ 教育情報の公表について、国際標準となる指標を採用し、迅速かつ正確な情報

の提供を継続する。 

《独自指標の取組》 

○ 熊大グローバル Youth キャンパス事業参加者数を更に増加させるため、グローバ

ル化を目指す中・高等学校への呼びかけを広域的に行うとともに、プログラムや支

援内容を拡充する。また、海外拠点の拡充、連携強化等によるグローバル・アドミ

ッションズ・オフィス入試による入学者を維持するための取組を継続する。 

○ 学生による国際共著論文率を向上させるため、ダブルディグリー、ジョイントディグ

リー、国際共同研究をベースとする多彩なプログラムを増やすため、外部資金、大

学独自予算を充当し、これらのプログラムへの学生の積極的な参画を促すことで、

国際共著率の更なる向上を目指す。 

研究分野別トップランキングに入る分野数を維持、増大させるため、新しい研究分野

の育成を目的とした外部資金、大学独自予算による支援を継続する。 

と外部資金によって対応している。 

【これまでの取組における課題】 

運営費交付金の削減に伴う大学運営財源の逼迫から、第 3 期中期目標･中期計画

期間中の目標を設定して教員数や事務職員人件費の削減等の取組を現在行ってお

り、その状況下で外国人教職員を増加させることは困難である。また、大学のグローバ

ル化を進めるための組織体制の維持･強化に関しても、取組の自主財源への移行と

平行させて有期雇用専門スタッフの配置による体制を中長期的に保つことは難しい。 

教育を主たる業務とする専任教員を 3 名採用し、グローバル教育カレッジの体制整

備の目的を達したことから、教育専任テニュアトラック制は凍結し、平成 29 年度から新

たに開始した本学独自のテニュアトラック制度を全学的に推進する。 

事務職員の高度化は、海外研鑽や語学研修等を充実させる上で、財政的な制約

や職員が職場を離れて業務に支障が発生する課題に対しても、組織的な解決を図る

必要がある。グローバルリーダーコースの拡充と TA等の雇用に関する施策、熊大グロ

ーバル Youth キャンパス事業の充実、海外拠点の拡充や大学教育統括管理運営機

構･入試戦略室による海外入試、同窓会活動の支援等を持続的に展開するにあたっ

て、必要財源の独自の確保と事業の重点化および効率化が課題である。 

【今後の展望】（自走化に向けた具体的取組） 

大学運営財源の逼迫に対応して、本学では様々な経費削減による厳しい財務対策

を実行している。その中で、本事業の財政支援終了を見据え、ロジックモデル実現の

ための施策の見直しと重点化を図る。その上で基本的には、人的リソースの既存体制

への内在化と、必要不可欠な資金の学内予算への内在化を方針として事業を推進

し、外部資金や外部スタッフに依存しないグローバル体制の構築を目指す。特に教育

のグローバル改革に向けて、グローバル教育カレッジの教員のみに頼らず、各部局か

らの協力によって、グローバルリーダーコースの充実を主とした取組の展開を計画的

に進める。 

引き続き予算の必要な各種の施策については、競争的資金、寄付金等の外部資

金の獲得を強化し、施策の見直しと重点化を行う。 

事務職員に関しても、若手の常勤職員を中心に語学やグローバル対応能力を高度

化させる取組を続けるとともに、高度化したこれらの職員をグローバル業務対応の優

先度の高い部署へ広く配置していく人事施策を早期に進めていく。 
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